
○稲田議長 これより会派の議員による関連質問に入ります。

初めに、大下議員。

〔大下議員質問席へ〕

○大 下議 員 会 派信 風 の大下 哲治 でご ざいま す。 安達議 員の 代表

質問 に関 連いた しま し て、大 要２ 点、 空き家 対策 の推進 の取 組に

つい てと 農業振 興に つ いての 質問 をい たしま すの で、当 局の 明確

な答弁をよろしくお願いいたします。

空き家対策についての質問を行います。

超 高齢 化社会 と人 口 減少が 急速 に進 む社会 にお いて、 空き 家の

増加 は環 境、防 災、 治 安等の 面に おい て深刻 な影 響を及 ぼす こと

から 、大 きな社 会問 題 となっ てお り、 早急の 対応 が求め られ てい

ます 。令 和３年 ４月 に 民法、 不動 産登 記法等 の改 正法案 が成 立し、

３年 以内 に相続 で不 動 産を取 得し た場 合、相 続登 記が義 務化 され

るこ とと なりま すが 、 まず初 めに 空き 家対策 に及 ぼす影 響に つい

て伺います。

○稲田議長 伊達都市整備部長。

○伊 達都 市整備 部長 相続登 記の 義務 化が空 き家 対策に 及ぼ す影

響に つい てのお 尋ね で ござい ます 。今 までは 相続 登記さ れて いな

いた めに 、登記 簿を 見 ても所 有者 が分 からな い不 動産が あり 、管

理が 不十 分な空 き家 の 指導を 行う にも 、相続 人調 査に時 間が かか

る例 がご ざいま した 。 義務化 によ り、 より迅 速な 対応が 可能 にな

ると考えておるところでございます。

そ れか ら、登 記簿 で 所有者 が分 かる ことに より まして 、民 間の

不動産取引の活性化が期待できると考えております。

ま た、 所有者 が明 確 になる こと によ り、所 有者 による 管理 意識



の向上が期待できると考えておるところでございます。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 今 回の 相 続登記 の義 務化 は、現 在の 所有者 を明 らか

にす るこ とで、 行政 側 にとっ ては 管理 が不十 分な 空き家 に対 する

指導 にお いて迅 速な 対 応が可 能と なる こと、 また 民間に おけ る不

動産 取引 の活性 化、 及 び空き 家の 所有 者の管 理意 識の向 上が 期待

されていることが分かりました。

し かし 、その 一方 で 、相続 登記 の義 務化は 住民 にとっ て新 たな

手続 や登 記料な どの 費 用負担 が強 いら れる可 能性 があり 、特 に低

所得 世帯 や高齢 者な ど の経済 的に 弱い 立場の 人々 にとっ て負 担の

増加 は深 刻な問 題と な りかね ませ ん。 また、 私の 家の近 所に もあ

りま すが 、何代 も登 記 をして こな かっ たため 、枝 葉が伸 びて 登記

が難 しい 状況と なっ て いる家 庭も 、そ ういっ た家 庭もあ りま すの

で、 当局 におき まし て は、そ うい った 住民の 方々 の声を 聞き 取り、

各専 門機 関と連 携を 図 りなが ら対 応し ていた だく よう、 強く 要望

いたします。

次 に、 米子市 にお け る義務 化の 今の 周知状 況及 び今後 の対 応策

について伺います。

○稲田議長 伊達都市整備部長。

○伊 達都 市整備 部長 本市に おき ます 義務化 の周 知の現 状及 び今

後の 対応 策につ いて の お尋ね でご ざい ます。 市の ホーム ペー ジや

固定 資産 税納税 通知 書 同封の チラ シに よる周 知の ほか、 昨年 ９月

に空 き家 相談会 と併 せ 相続登 記セ ミナ ーを開 催し 、周知 を図 って

きた とこ ろでご ざい ま す。今 後も 鳥取 地方法 務局 や鳥取 県司 法書

士会と連携いたしまして、周知を図っていきたいと存じます。



○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 法 務省 が 行った 都道 府県 ごとの 相続 登記の 義務 化に

関す る調 査で、 年代 別 の周知 状況 では 、相続 登記 の義務 化を 詳し

く知 って いる、 大体 知 ってい ると 答え た人は ２０ 代が最 も多 く、

逆に 聞い たこと があ る がよく 知ら ない 、全く 知ら ないと 答え た人

は４０代が最も多くなっています。

ま た、 情報の 取得 方 法に関 して は、 ニュー スサ イト等 のイ ンタ

ーネ ット が３ 9.８ ％ と 最 も 多 く 、 続 い て ２ 番 目 に テ レビ 、ラ ジオ、

３番 目に 新聞、 雑誌 か らの順 番と なっ ており 、市 町村ウ ェブ サイ

トと 広報 資料等 から の 取得は ５番 目で ２ 0.２ ％ と な っ て お り ま す。

当 局 に お き ま し ても 、 そうい った 現状 を考慮 して いただ きな がら、

より 効果 的な広 報及 び 周知活 動に 取り 組んで いた だきま すよ う要

望いたします。

次 に、 空家等 対策 の 推進に 関す る特 別措置 法の 一部を 改正 する

法律について伺います。

国 は、 増え続 ける 空 き家に 対応 する ため、 改正 を行い 、新 たに

空家 等管 理活用 支援 法 人に関 わる 制度 が創設 され ました 。こ れは

法律 改正 により 、民 間 法人が 公的 立場 から活 動し やすい 環境 を整

備し 、空 き家等 対策 に 取り組 む市 町村 の補完 的な 役割を 果た して

いけ るよ う、市 町村 長 が支援 法人 の指 定等を 行う 制度で すが 、本

市における制度に対する現状について伺います。

○稲田議長 伊達都市整備部長。

○伊 達都 市整備 部長 本市に おき ます 空家等 管理 活用支 援法 人に

つい ての お尋ね でご ざ います 。本 市に おきま して は、本 年２ 月に

空家 等管 理活用 支援 法 人の指 定に 関す る事務 取扱 要綱を 定め まし



た。 市内 に事務 所等 を 有する ＮＰ Ｏ法 人、一 般社 団法人 もし くは

一般 財団 法人、 また は 空き家 等の 管理 もしく は活 用を図 る活 動を

行う こと を目的 とす る 会社を 対象 に募 集を行 って おると ころ でご

ざい ます 。現状 とし ま しては 、現 在複 数の法 人か ら相談 があ り、

協議中という状態でございます。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 指 定法 人 制度は 自治 体や 地域社 会に おける 空き 家対

策に おい て大変 重要 な 役割を 担っ てい くと思 いま す。指 定法 人の

選定 にお いては 団体 に 対し高 い基 準が 求めら れる と思い ます が、

今後 、選 定基準 を明 確 にする こと で、 中小法 人や 非営利 法人 等に

も参加しやすい体系を整えていただくよう要望いたします。

次 に、 空家等 対策 の 推進に 関す る特 別措置 法の 一部改 正に 対す

る本市の取組方針についてお聞きいたします。

国 土交 通省の 管理 活 用支援 法人 の指 定等の 手引 きでは 、支 援法

人の 指定 におい て市 町 村長の 裁量 で行 い、支 援法 人制度 の運 用に

おい ては 、市町 村が 指 定を受 けよ うと する法 人に 対して 求め る業

務な ど、 指定方 針を 明 確にす るこ とが 重要と 上げ ていま すが 、支

援法人の業務内容について伺います。

○稲田議長 伊達都市整備部長。

○伊 達都 市整備 部長 本市に おい て支 援法人 の業 務内容 につ いて

のお 尋ね でござ いま す 。本市 にお きま しては 、空 き家法 第２ ４条

第１ 号、 空き家 等の 所 有者等 に対 し、 当該空 き家 等の管 理ま たは

活用 の方 法に関 する 情 報の提 供ま たは 相談そ の他 の当該 空き 家等

の適 切な 管理ま たは そ の活用 を図 るた めに必 要な 援助と 、同 法同

条第 ４号 、空き 家等 の 管理ま たは 活用 に関す る調 査研究 、同 条第



５号 に上 げてお られ ま す空き 家等 の管 理また は活 用に関 する 普及

また は啓 発、同 じく 第 ６号、 その 他の 空き家 等の 管理ま たは 活用

を図 るた めに必 要な 事 業また は事 務、 以上を 対象 の業務 とし てお

るところでございます。

昨 年９ 月に実 施い た しまし た空 き家 所有者 に対 するア ンケ ート

調査 の結 果、行 政に 求 める支 援と して 最も多 かっ たもの が売 却、

賃貸 、解 体など の費 用 比較情 報の 提供 という こと でござ いま した。

支援 法人 には特 にこ れ らの情 報の 提供 及び相 談業 務を期 待し たい

と考えておるところでございます。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 私 自身 、 支援法 人が 業務 に取り 組む に当た り、 最も

重要 なの は高い 専門 性 だけで なく 、地 域住民 との 信頼関 係の 構築

だと 思い ます。 本来 の 空き家 対策 の目 的とは 、空 き家を 有効 活用

する こと で、地 域の 景 観保全 、防 犯、 治安だ けで なく、 地域 の活

性化 やコ ミュニ ティ の 形成を 促進 し、 誰もが 安心 して生 活を 送ら

れる 持続 可能な 地域 の 構築が 重要 と考 えてい ます 。今後 支援 法人

の制 度の 運用に おき ま しては 、空 き家 、空き 地を 埋める だけ でな

く、 新し く入居 され る 方、受 け入 れる 方、地 域の 方々双 方に とっ

て住 みよ い環境 整備 に も配慮 して いた だきな がら 取り組 んで いた

だきますよう、要望いたします。

こ れは 私が地 域の 公 民館等 を回 って お聞き した ことで すが 、こ

れま では どちら かと い うと不 動産 業者 さんと 空き 家の所 有者 さん

とあ と新 しく住 まわ れ る方が ３者 で決 められ るこ とが多 く、 地域

の人 は全 く知ら ない 。 入った 後に 自治 会のル ール 、そこ の地 域の

ルー ルと いうも のを 知 った。 それ で後 からそ れが 問題と なっ て、



それ で住 民同士 のい ざ こざと か、 なぜ これを しな いのか とか とい

うト ラブ ルにも 発展 し たケー スも ある と聞い てま すので 、ぜ ひと

も業 者さ んと地 域の 方 との連 携も 図れ るよう に地 域行政 とし ても

取り組んでいただきますよう、要望いたします。

次に、管理不全空家の判断基準に関してお聞きいたします。

令 和５ 年度に おけ る 法の改 正に より 、新た に管 理不全 空家 等が

定義 され ました 。本 市 におけ る管 理不 全空家 の判 断基準 に関 して

伺います。

○稲田議長 伊達都市整備部長。

○伊 達都 市整備 部長 本市に おき ます 管理不 全空 家等の 判断 基準

につ いて のお尋 ねで ご ざいま す。 本年 ２月に 米子 市特定 空家 等及

び特 定空 住戸等 対策 審 議会を 開催 いた しまし て、 管理不 全空 家等

の判 断基 準案に つい て 専門家 の意 見を 聴取し たと ころで ござ いま

す。 今年 度中に 判断 基 準を決 定い たし まして 公表 する予 定で ござ

います。以上です。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 こ れま で は判断 基準 が曖 昧な状 態で 、空き 家の 所有

者自 体が 物件の 状況 判 断がで きな い状 態でし た。 しかし 、今 後米

子市 にお きまし ても 、 管理不 全空 家と 特定空 家の 判断基 準を 明確

にし 公表 するこ とで 、 所有者 の適 切な 管理責 任と 義務に 対す る認

識が 高め られる こと が 期待さ れま す。 また、 今後 判断基 準の 明確

化は 、行 政にと って も 管理や 取締 りが 効率的 にで きるだ けで なく、

地域にとっても景観や防災、治安の悪化の防止とつながります。

大 阪市 では、 管理 不 全空家 等及 び特 定空家 等の 判断の 参考 とな

る基 準を 作成し 、項 目 ごとに ネッ トで 公表し てい ます。 当局 にお



きま して も判断 基準 を 明確化 し、 チェ ック表 など を作成 して 、誰

もが 判断 しやす い仕 組 みをつ くっ てい ただき ます よう、 要望 いた

します。

次に、農業振興策について質問いたします。

最 近国 内の食 品業 界 では、 農畜 産物 、食品 にお いて、 輸入 価格

の高 騰や 調達の 不安 定 化に対 応す るた め国産 に切 り替え る事 業者

が増 えて おり、 農業 に おいて も変 革の 時期を 迎え ており 、新 たな

ビジ ネス 展開の 推進 が 急務と なっ てい ます。 また 、現在 国内 の食

料自 給率 におき まし て は、カ ロリ ーベ ースは ３８ ％で依 然と して

下降傾向にあり、大きな社会問題となっております。

そ のよ うな状 況下 で はあり ます が、 我々日 本人 の主食 であ る米

に関 して は唯一 ほぼ １ ００％ とな って おり、 私自 身、米 は展 開次

第では大きな可能性を秘めていると考えています。

そ こで 、まず 米子 市 の米の 生産 状況 に関し て、 市内の 農地 面積

にお ける 水稲栽 培が 占 める農 地の 割合 、農家 の経 営体数 と米 農家

が占 める 割合、 農産 物 の販売 額に 占め る米の 割合 につい て伺 いま

す。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 米 子市 の米 の生産 状況 に関し て、 市内

の農 地面 積にお ける 水 稲栽培 が占 める 農地の 割合 につい てで ござ

いま すが 、令和 ５年 度 品目別 作付 見込 み面積 の数 値から 、米 子市

全体 で作 付面積 合計 1,４ ８ 9.８ ヘ ク タ ー ル の う ち 、 主 食 用 米 と し

て９９ 5.９ヘクタールで割合は６ 6.８５％でございます。

次 に 、 農 家 の 経 営 体 数と米 農家 が占 める割 合に ついて でご ざい

ます が、 令和５ 年度 の 経営体 数は 4,４ １ ２ 件 で 、 そ の う ち 米 農 家



は 1,２１４件で割合は２ 7.５％でございます。

農 産 物 の 販 売 額 に 占 める米 の割 合に ついて でご ざいま すが 、Ｊ

Ａ鳥 取西 部で確 認し ま したと ころ 、Ｊ Ａ鳥取 西部 管内の 令和 ４年

度の 農産 物の販 売実 績 額１０ ８億 9,１ ８ ６ 万 9,０ ０ ０ 円 の う ち 、

米 の 販 売 実 績 額 は ２ ４ 億 3,１ ０ ８ 万 3,０ ０ ０ 円 で 割 合 は ２ 2.３ ％

となっております。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 令 和５ 年 度の経 営体 数と 米農家 の割 合につ いて は、

全体 の２ 7.５ ％ と な っ て お り 、 数 は 少 な い も の の 、市内 の農 地面

積に おけ る水稲 栽培 が 占める 農地 の割 合にお いて は、作 付面 積に

おい ては ６ 6.８ ５ ％ と な っ て い る こ と か ら 、 依 然 として 米が 米子

市に おい て主要 な農 産 物であ るこ とは 間違い あり ません 。し かし、

ＪＡ 西部 におけ る令 和 ５年度 の農 産物 の販売 実績 額にお ける 米の

割合 にお いては ２ 2.３ ％ と な っ て お り 、 収 益 性 が 低 い こ とが 一番

の課題となっていることが分かりました。

次 に、 水稲栽 培の 盛 んな地 区に おけ る農地 に関 する意 向調 査に

ついて伺います。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 水 稲栽 培の 盛んな 地区 におけ る農 地に

対す る意 向調査 につ い てでご ざい ます が、令 和３ 年度、 米子 市農

業再 生協 議会が 取り 組 みまし た営 農計 画書作 成に 伴うア ンケ ート

調査 の結 果は、 回答 率 ７７％ 、そ の中 で農地 の継 承につ いて 家族

内で 話合 いを持 った こ とがあ る方 が回 答者の うち ５９％ でご ざい

まし た。 また、 ５年 後 、１０ 年後 にお いて農 業の 継承が 親子 間で

なされている方がそのうち２８％でございます。



今 後の 方針に つい て でござ いま すが 、継承 等決 まって いな い方

につ きま しては 、地 域 計画を 策定 する 中で、 担い 手につ いて も考

えていきたいと考えているところでございます。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 先 ほど 上 げまし たが 、米 農家の 一番 の課題 は収 益性

が低 いこ とであ り、 飼 料、燃 料、 資材 等の高 騰に よりほ とん どの

農家 は作 れば作 るほ ど 赤字状 態と なっ ていま す。 ５年後 、１ ０年

後に おい て農業 の継 承 が親子 間で なさ れてい る方 が２８ ％で 、７

２％ の方 が決め られ て いない のが 現状 となっ てお ります 。私 の近

所の 農家 さん、 これ は 全体の こと です が、親 子間 で農地 のこ とに

関し て話 をする 機会 自 体を持 って ない という 方も 多くお られ ると

聞い てお ります 。米 は 農地を 維持 する ために 主要 な農産 物で あり、

私自身、米の需要拡大に取り組むことが必要と考えています。

そこで、本市における米の需要促進施策について伺います。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 本 市に おけ る米需 要促 進の施 策の 取組

状況 につ いてで ござ い ますが 、関 係機 関とと もに 米フェ スタ を開

催し 、米 の消費 拡大 と 地産地 消を 目的 として 生産 者意欲 向上 のイ

ベントを実施しております。

ま た、 県産米 とし て ＰＲを 行っ てお ります 星空 舞にお きま して、

本市 の学 校給食 等に 使 用して おり ます 。ＪＡ 直売 所、県 内の 小売

店舗 にお きまし ても 、 販売さ れて おり 、消費 拡大 と販路 拡大 に努

めているところでございます。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 現 在、 市 、県双 方に おい て星空 舞の ブラン ド化 と米



の需 要促 進に取 り組 ん でおら れま すが 、私自 身、 幾ら新 しく おい

しい ブラ ンド米 がで き まして も、 少子 高齢化 が進 む社会 にお いて

米自 体の 消費拡 大を 見 込むの は大 変厳 しい状 況で はない かと 考え

てお りま す。実 際、 農 林水産 省の 発表 した情 報に よりま すと 、昭

和３ ７年 度にお ける 米 の１人 当た りの 年間消 費量 は１１ ８キ ログ

ラム でし たが、 令和 ２ 年度の 消費 量は ５ 0.８ キ ロ グ ラ ム と 半 分 以

下 と な っ て お り 、 米 自 体の需 要促 進は 大変難 しい 状態と なっ てお

ります。

そ のよ うな状 況下 に おいて 、国 は、 国内で 唯一 自給可 能な 穀物

であ る米 を原料 とし た 米の利 用拡 大に 向け、 消費 、流通 、生 産に

関し 、そ れぞれ の段 階 におい て取 組を 集中的 に支 援して おり ます。

全国 の自 治体の 中に は 、自治 体と 農協 が連携 し、 米粉製 造の ため

の製 粉機 を入れ て、 米 粉の製 造及 び米 粉を使 った 商品開 発に 取り

組ん でい る自治 体も 存 在しま す。 ＪＡ 会津で は、 農協と 市で 協議

会を 立ち 上げ、 国の 補 助金を 活用 し、 製粉機 を導 入し、 米粉 を使

った商品開発に力を入れておられます。

本 市に おきま して も 、米の 需要 拡大 、米の 付加 価値化 に取 り組

むた め、 農協や 加工 業 者とも 協議 を進 めなが ら米 粉製粉 機の 導入

に取り組むべきと考えますが、見解を伺います。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 本 市に おき まして も、 米の需 要拡 大、

米の 付加 価値化 に取 り 組むこ とに つい ては必 要で あると 考え てお

りま す。 米粉の 需要 と 販売先 の確 保及 び米粉 生産 者の組 織化 がな

され てい ない状 況で は 、本市 もＪ Ａ鳥 取西部 も米 粉製粉 機の 導入

は現段階では難しいと考えているところでございます。



○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 私 自身 、 米の需 要と 販路 確保及 び米 粉生産 者の 組織

化が なさ れてい ない 根 本的な 要因 とい たしま して 、生産 者、 農協、

食品 加工 業者の 間に お いて、 これ まで 米の相 場変 動のほ うに 注目

され がち で、米 の魅 力 や可能 性に 対す る理解 が進 んでこ なか った

と考えております。

米 の消 費にお いて は 、本来 炊い て食 べる方 法が 一般的 でし たが、

近年 米の 品種改 良、 製 粉技術 及び 加工 技術の 向上 が進み 、多 くの

食品 加工 業者に おい て パンや 麺、 菓子 製造に おけ る主原 料と して

使わ れる ように なり ま した。 令和 ５年 度「食 パラ ダイス 鳥取 県」

特産 品コ ンクー ルで は 、星空 舞を 使っ て作ら れた 星空舞 麺が グラ

ンプ リを 受賞し たほ か 、島根 県で はＪ Ａしま ねと 鳥取大 学と コラ

ボに よる 米粉レ シピ コ ンテス トが 開催 され、 最優 秀賞に 選ば れ、

米粉を活用した６次化商品が注目されています。

当 局に おきま して も 、今後 、米 の生 産者、 農協 、食品 加工 業者

と一 緒に 米粉の 持つ 特 徴や優 位性 に対 する理 解を 深める とと もに、

新た な商 品開発 によ る 米の需 要促 進に 結びつ ける ような 政策 に取

り組んでいただきますよう、強く要望いたします。

次 に、 スマー ト農 業 の推進 につ いて 伺いま す。 現在、 どの 産業

もで すが 、特に 農業 に おいて は高 齢化 に伴う 人手 及び担 い手 不足

が深 刻化 してお り、 こ れが耕 作放 棄地 の増大 にも つなが って いる

状況 とな ってい ます 。 そのよ うな 状況 下で、 現在 国はロ ボッ ト、

ＡＩ 、Ｉ ｏＴな どの 先 端技術 を活 用し 、農作 業の 効率化 、情 報共

有の 簡易 化、デ ータ の 活用の 推進 等を 行い、 生産 性の向 上に 貢献

するスマート農業を進めています。



本 市に おきま して も スマー ト農 業の 推進は 重要 施策と 考え ます

が、 本市 におい てス マ ート農 業に 対し 、どの よう なビジ ョン を描

いているのか、見解を伺います。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 本 市に おけ るスマ ート 農業に つい てで

ござ いま すが、 担い 手 不足が 深刻 化し ており 、担 い手の 確保 や労

力の 軽減 は重要 な課 題 である と考 えて おりま す。 スマー ト農 業を

推進 する ことで 農作 業 の効率 化、 省力 化を図 るこ とがで き、 新規

就農 者の 確保や 栽培 技 術力の 継承 など につな がる ことと 考え てお

ります。生産性の向上が期待されていると考えております。

よ り多 くの担 い手 に スマー ト農 機が 普及す るよ う、引 き続 き必

要な支援に取り組んでいきたいと考えております。以上です。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 本 市に お きまし ても 、ス マート 農業 の推進 は担 い手

不足 を補 う上で の労 力 の軽減 と作 業の 効率化 等に おいて 必要 な施

策であることが分かりました。

次 に、 本市に おけ る スマー ト農 業の 現状と 課題 につい て伺 いま

す。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 現 状と 課題 につい てで ござい ます が、

現状 につ いては 自動 操 舵トラ クタ ーや 直進ア シス ト付田 植機 など

のス マー ト農機 を、 令 和４年 度に は３ 件、令 和５ 年度に は２ 件、

導入を行っております。

課 題に つきま して は 、スマ ート 農機 が非常 に高 価であ るこ とや、

十分 な効 果を上 げる た めに大 規模 な圃 場が必 要で あると 考え てい



るところです。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 現 状と 課 題にお きま して は、ス マー ト農機 自体 が高

額で ある ことが 理由 で 、まだ 農機 を購 入され た方 が少な いこ と、

また １区 画当た りの 農 地面積 の拡 大が 課題で ある ことが 分か りま

した。

令 和７ 年度か ら運 用 開始予 定で 、今 年から 整備 が始ま りま すが、

淀江 では 一般社 団法 人 アグリ ＹＯ ＤＯ Ｅが大 規模 な農地 集約 、集

積に 取り 組まれ てお り 、今後 、総 面積 ３９ヘ クタ ールの 圃場 整備

を行 われ 、広い とこ ろ では１ 区画 当た り 2.２ ヘ ク タ ー ル 、 こ れ は

２ ２ ０ メ ー ト ル 掛 け る ２２０ メー トル ですが 、整 備され ると 伺っ

ております。

そ して 、担い 手と な る農家 の方 から は、今 後大 きい圃 場で スマ

ート 農機 を使い 水稲 栽 培を行 うた めに は、よ り高 精度の 位置 情報

を提 供で きる衛 星シ ス テムの 利用 が必 要であ り、 行政に 対し 、衛

星か らの 情報を 受信 す るため の基 地局 を設置 して ほしい との 声が

上が って おりま すの で 、次の 基地 局の 設置に 関す る質問 に移 りま

す。

ス マー ト農業 にお い て衛星 シス テム は、取 得し た画像 デー タを

解析 する ことで 作物 の 生育状 況や 地力 を可視 化し たり、 無線 受信

機技 術と 組み合 わせ て 高精度 な位 置情 報を提 供す ること で、 トラ

クタ ーや 田植機 のハ ン ドルを 自動 で動 かす自 動操 舵化を 可能 とす

る上 で大 変重要 な役 割 を果た して いま す。現 在、 農家が 位置 状況

を提 供す るため の衛 星 システ ムを 使う ために は、 農家自 身が 移動

式の 基地 局を設 置し た り、受 信端 末ご とに基 地局 を有す る企 業と



提携 を行 わなけ れば な らず、 農家 にと っては 労力 面、も しく は費

用面 にお いて重 い負 担 となっ てい ます 。現場 から は、市 独自 の基

地局 を設 置して ほし い との声 が上 がっ ており 、私 自身、 今後 米子

市に おい てスマ ート 農 業を推 進す るた めにも 基地 局の設 置に 取り

組むべきと考えますが、見解を伺います。

○稲田議長 赤井農林水産振興局長。

○赤 井農 林水産 振興 局 長 基 地局 の設 置につ いて でござ いま すが、

基地 局及 びアン テナ 施 設等の イン フラ 整備に つき まして は、 スマ

ート 農業 におけ る現 在 のＧＰ Ｓの 位置 情報の 精度 を向上 させ る上

で有効であると考えております。

ま ずは スマー ト農 機 の普及 を進 める ととも に、 基地局 及び アン

テナ 設置 等のイ ンフ ラ 整備に つき まし ては、 今後 鳥取県 やＪ Ａ鳥

取西 部な ど、関 係機 関 を交え て勉 強し ていき たい と考え てお りま

す。

○稲田議長 大下議員。

○大 下議 員 情 報化 社 会にお きま して は、こ れま で電気 、ガ ス、

水道 の生 活イン フラ 、 これま での 生活 インフ ラに 加え、 ネッ ト環

境の 整備 が我々 の私 生 活や仕 事に おい て必要 不可 欠なも のと なっ

てお りま す。農 業に お きまし ても 、今 後農地 の集 約、大 型化 が進

む中 で、 衛星シ ステ ム を使っ たス マー ト農業 の推 進は急 務と なっ

てい ます 。スマ ート 農 機の普 及が 先か 、もし くは スマー ト農 業の

ため の環 境整備 が先 か という 、ま さに 卵が先 か鶏 が先か とい う議

論に なり かねま せん が 、道路 環境 の整 備がさ れて いなけ れば 車も

普及 しな かった わけ で 、私自 身、 まず は行政 が基 地局を 設置 し、

スマ ート 農業の 環境 整 備に取 り組 むべ きと考 えて おりま すの で、



対応を強く要望いたします。

こ れは 北海道 の岩 見 沢市の 事例 でご ざいま すが 、こち らの ほう

は２ ０１ ３年に 基地 局 を設置 して 、高 精度な 位置 情報を 受信 でき

るよ うに されて いま す 。精度 によ って は３セ ンチ の誤差 で終 わる

のか 、３ ０セン チの 誤 差で終 わる のか という よう な、そ うい った

基地 によ っては 誤差 が 生じる んで すけ ど、農 家さ んにと って は、

今度 大型 化する に当 た ってそ の３ ０セ ンチの 誤差 が、こ れは 広く

なれ ばな るほど 誤差 が 広くな りま すの で、そ うい った問 題も 発生

して きま す。こ うい っ た農家 さん の声 も聞い てい ただき なが ら、

また 基地 設置に つい て も勉強 して いた だきま すよ う、よ ろし くお

願いいたします。

以上で私の質問を終わらせていただきます。


